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この「鹿児島県過疎地域持続的発展方針」は，「過疎地域の持続的発展の支援に

関する特別措置法(令和３年法律第19号）」第７条の規定に基づいて定めるものであ

り，期間は令和３年度から令和７年度までとする。

なお，本方針は，本県の過疎地域（「特定市町村（※）」を含む。）が過疎地域持続

的発展市町村計画を定める際の方針とする。

第１章 基本的な事項

第１節 過疎地域の現状と問題点

１ 過疎地域の状況

「過疎地域」は，「過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法」に

より，第１表の区分で市町村が公示されており，本県においては，県内43市

町村のうち 42市町村（97.7％）が過疎地域となっている（令和４年４月１

日現在）。

同法により，新たに，いちき串木野市と霧島市（旧霧島町）（令和３年４月１日～），

が過疎地域に加わり，鹿児島市（旧桜島町）（令和３年４月１日～）が要件から外れ

ることとなった。

なお，鹿児島市（旧桜島町）は，令和３年度から令和８年度までの６年間，経過措

置が設けられている。

令和４年４月１日からは，令和２年度国勢調査結果の反映により，出水市（旧野田

町）が過疎地域に加わった。

また，本県においては，行政区域に過疎地域を含む市町村は，半島地域や離島

地域等条件不利地域に多く位置しており，これら42市町村のうち「半島振興法」の対

象団体は16市町村，「離島振興法」の対象団体は９市町村，「奄美群島振興開発特

別措置法」の対象団体は12市町村，「有人国境離島地域の保全及び特定有人国境

離島地域に係る地域社会の維持に関する特別措置法」の対象団体は７市町村とな

っている（令和４年４月１日現在）。
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第１表 本県における過疎地域の状況

区 分 法 市 町 村

全 部 過 疎 法第２条第１項又は第41条第１項に 36市町村
規定する要件に該当する市町村

一 部 過 疎 法第２条第１項又は法第41条第１項 ６市
に規定する要件に該当しない市町村 ・ 鹿屋市（旧輝北町，旧吾平町），
において，合併前の旧市町村単位で ・ 出水市（旧野田町），
人口要件を満たし，現在の市町村が ・ 薩摩川内市（旧樋脇町，旧入来町，
財政力要件を満たす場合，当該旧市 旧東郷町，旧祁答院町，
町村単位の区域を過疎地域とみな 旧里村，旧上甑村，
す。 旧下甑村，旧鹿島村）

・ 日置市（旧東市来町，旧日吉町，
旧吹上町）

・ 霧島市（旧横川町，旧牧園町，
旧霧島町，旧福山町）

・ 姶良市（旧蒲生町）

非 過 疎 １市（鹿児島市（※））

（※）「鹿児島市（旧桜島町）」（特定市町村）は，６年間（令和３～８年度）の経過措置が適用

２ 人口の動向

令和４年４月１日現在の過疎地域の人口は，580,771人（令和２年国勢調査結果

を基に算定）となっており，昭和45年から令和４年までの増減率をみると，県計が8.1

％の減少に対し，過疎市町村では，26.6％の減少となっている。

また，過疎地域における年齢階層別人口構成比をみると，若年者比率（15歳以上

30歳未満の人口の割合）は9.0％で，県全体の11.8％と比較して2.8ポイント低くなっ

ている。

一方，高齢者比率（65歳以上の人口の割合）は，39.7％であり，県全体の32.8％と

比較して6.9ポイント高くなっている。

第２表 過疎地域の人口及び面積

（単位：人，㎢）

（注１）人口，面積については国勢調査による。 (県地域政策課による)

（注２）過疎地域は，各国勢調査年当時の状況

（注３）令和３年の人口は，平成27年国勢調査結果による。

（注４）令和４年の人口は，令和２年国勢調査結果による。
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第３表 地域別・年齢階層別の過疎地域の状況

(県地域政策課による)

（注１）人口の計には年齢不詳を含む。比率は年齢不詳を按分してある。

（注２）上記数値は，令和２年国勢調査結果による。
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３ 産業構造

 就業人口

平成27年国勢調査によると，本県の過疎地域における就業人口は，296千人であ

り，産業別の割合をみると，過疎地域では第１次産業が18.5％，第２次産業が20.0

％，第３次産業が61.1％となっており，昭和45年以降，第１次産業から第２次産業，

第３次産業へ移行しているが，県全体と比較すると第１次産業の割合が高く，農林

水産業が重要な産業となっている。

第４表 就業人口の推移

（単位：％，千人）

各産業のウエイト 就業人口
区 分

１次産業 ２次産業 ３次産業

昭和45年 58.8 14.1 27.1 366

55年 40.3 23.8 36.0 324

過疎地域 平成２年 32.7 25.9 41.5 287

12年 24.9 25.6 49.5 265

22年 20.5 19.9 58.8 297

27年 18.5 20.0 61.1 296

昭和45年 42.3 17.8 39.9 833

55年 24.7 24.4 50.8 844

本 県 平成２年 17.8 25.1 57.0 821

12年 12.0 24.2 63.5 829

22年 10.0 18.8 67.2 777

27年 9.5 19.4 71.1 753

昭和45年 19.3 34.1 46.6 52,593

55年 10.9 33.6 55.4 55,811

全 国 平成２年 7.1 33.3 59.6 61,682

12年 5.1 29.8 65.1 62,978

22年 4.2 25.2 70.6 59,611

27年 4.0 25.0 71.0 58,919

(県地域政策課による)

（注１）就業人口には分類不能の産業が含まれるため，各産業のウエイトの合計は，100％

とならない場合がある。

（注２）過疎地域は，令和３年４月１日公示による。
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 市町村内総生産及び市町村民所得

市町村内総生産は，平成12年度から令和元年度の20年間に，県全体では6.9％

増加，過疎地域では3.4％増加している。

また，一人当たり国民所得に対する過疎地域の所得額の割合は，平成12年度の

69.9％から令和元年度には72.7％と上昇しているが，依然として低い水準にある。

第５表 市町村内総生産状況

（注）「過疎地域」には一部過疎は含まない。 （令和元年度市町村民所得推計による）

第６表 一人当たりの市町村民所得の状況

（単位：千円）

(注）「過疎地域」には，一部過疎は含まない。

（令和元年度市町村民所得推計による）

(単位：％，百万円）

１次産業 ２次産業 ３次産業

平成12年度 9.8 22.1 68.1 1,698,042

令和元年度 10.7 21.3 68.0 1,815,372

6.9

平成12年度 4.5 22.4 73.1 5,584,564

令和元年度 4.6 20.8 74.0 5,772,861

3.4

市町村内総生産

増減率

全県

過疎地域

増減率

各産業のウエイト
区分

昭和45年度 昭和55年度 平成２年度 平成12年度 平成22年度 平成27年度 令和元年度

過疎地域 ａ 246 901 1,640 2,048 2,090 2,213 2,312

全県 ｄ 312 1,231 2,055 2,379 2,415 2,365 2,558

全国 ｅ 586 1,706 2,819 2,929 2,752 3,069 3,181

ａ/ｄ 78.8% 73.2% 79.8% 86.1% 86.5% 93.6% 90.4%

a/e 42.0% 52.8% 58.2% 69.9% 75.9% 72.1% 72.7%
格差

区分
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４ 市町村財政

令和元年度の過疎市町村の歳入の構成割合を本県市町村（平均）と比較すると，

自主財源である地方税の割合が低く，依存財源である地方交付税等の割合が高く

なっている。

一方，過疎市町村の目的別歳出の構成割合を本県市町村（平均）と比較すると，

基幹産業である農林水産業費の割合が高く，民生費や土木費の割合が低くなって

いる。

第７表 歳入の構成割合（令和元年度）

(注）「過疎」には「一部過疎」は含まない。 （令和元年度市町村財政状況による）

第８表 目的別歳出の構成割合（令和元年度）

（注）「過疎」には「一部過疎」は含まない。 （令和元年度市町村財政状況による）
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５ 過疎対策の実績

「過疎地域自立促進特別措置法」に基づく過疎対策事業費は，平成22年度から平

成27年度までの実績が，県実施事業5,058億円（市町村に対する財政上の援助措置

分は除く｡），市町村実施事業5,075億円で，計10,133億円となっている。

また，平成28年度から令和元年度までの実績は，県実施事業3,824億円，市町村

実施事業3,952億円で，計7,776億円となっている。

さらに，平成22年度からソフト事業への過疎対策事業債の適用が拡大されたこと

を踏まえ，全体を通してソフト対策の充実・強化が図られている。

なお，県実施事業は，「産業の振興」や「交通通信体系の整備，情報化の推進

及び地域間交流の促進」に関する事業の割合が高く，市町村実施事業について

は，「産業の振興」や「交通通信体系の整備，情報化の推進及び地域間交流の促

進」，「生活環境の整備」に関する事業の割合が高くなっており，平成28年度から

令和元年度までの実績では，「高齢者等の保健の増進及び福祉の向上」の割合

も高くなっている。

第９表 平成22年度から平成27年度までの過疎対策事業の実績（県実施分）

（単位：億円）

(県地域政策課による)
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第10表 平成22年度から平成27年度までの過疎対策事業の実績（市町村実施分）

（単位：億円）

(県地域政策課による)

第11表 平成28年度から令和２年度までの過疎対策事業の実績（県実施分）

（単位：億円）

(県地域政策課による)
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第12表 平成28年度から令和２年度までの過疎対策事業の実績（市町村実施分）

（単位：億円）

（注）過疎地域自立促進特別事業（ソフト事業）分（第12-1表）含む。 (県地域政策課による)

第12-1表 平成28年度から令和２年度までの過疎対策事業の実績

(市町村実施 過疎地域自立促進特別事業（ソフト事業）分）

（単位：億円）

(県地域政策課による)


